
資料集 

ＪＣＪ広島 2024 不戦のつどい 

8・6 被爆地で何が起きているのか 8・9 

2024 年９月 15 日（日）午後１時半～広島弁護士会館 

１）開会挨拶   沢田 正 さん（ＪＣＪ広島支部代表幹事） 

２）基調講演   高瀬 毅 さん（ジャーナリスト） 

「『ヒロシマ・ナガサキ』を問いなおす～被爆 100 年に向けて～」 

３）長崎からの報告 関口 達夫 さん（元長崎放送記者、「言論の自由

と知る権利を守る長崎市民の会」事務局長） 

４）広島からの報告 宮崎 園子 さん（フリーランス<元朝日新聞>記者） 

５）講演と二つの報告に対する質疑の後、高瀬さん・関口さん・宮崎さんによる討論

６）閉会挨拶 石口 俊一 さん（弁護士・広島憲法会議事務局長） 

【講演者のプロフィル】 

たかせ・つよし 1955 年長崎市生まれ。被爆二世。ノンフィクション作家。ニッポン放

送に入社、記者、ディレクター。82 年ラジオ・ドキュメンタリー「通り魔の恐怖」で日本

民間放送連盟賞最優秀賞。放送文化基金賞奨励賞。89 年よりフリー。『ナガサキ 消えた

もう一つの「原爆ドーム」』(2009年平凡社・のちに文春文庫)で平和・協同ジャーナリス

ト基金賞奨励賞。『ブラボー 隠されたビキニ水爆実験の真実』『東京コンフィデンシャル』

など著書多数。 

主催：日本ジャーナリスト会議（ＪＣＪ）広島支部 

協賛：広島憲法会議、広島県文化団体連絡会議、広島県労働者学習協議会、広島マスコ

ミ九条の会ほか
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「ヒロシマ・ナガサキ」を問いなおす  

～被爆 100 年に向けて～ 

                                           高瀨毅 
 
●被爆 2世として生まれて 
・1955年長崎市生まれ  両親被爆   母・直接被爆  父・入市被爆 
・母は原爆投下目標から 300メートルの貯金局で仕事 
・偶然が 3つ重なって助かる 

① 当初の目標から北 3.4キロ北の「浦上」に原爆が投下 
② 7月末から 8月初旬にかけ 3回の通常爆撃(空襲)あり  
③ 原爆投下 1週間前、貯金局全体が机の配置を窓際から奥へ 

・両親が被爆者であることは、もの心ついた頃には聞かされていた 
・母親の語る被爆の瞬間 強烈な印象  爆発時の光と音  子供なりに想像 
・三人兄弟 私が小学生の頃、三番目の弟の白血球が急激に増えた 
・母親が狼狽 「自分の被爆のせいでは」 結局ふつうの感染症  

しかし強く「被爆二世」ということを意識  恐怖を感じた最初の体験 
-----------------------------------------------------------------------------    
●広島と長崎の違い 
・長崎は、広島と並ぶ 2つ目の被爆地 しかし同列の扱いではない 
・広島が「兄貴分」 長崎は「弟分」 
・長崎は広島を見ている 広島はあまり長崎を見ていない 「片思い目線」 
・「劣等被爆都市・長崎」(元長崎大学教授 高橋眞司氏) 
【被爆体験者】 
・長崎だけの存在  被爆地域と被爆者援護対象地域のギャップ 
・被爆者認定訴訟 9月 9日 一部原告だけ認める判決 長崎地裁 
・2021年「黒い雨訴訟」広島高裁判決から後退 
・広島は認められ、長崎は認められない 
・第 2次「黒い雨訴訟」へも影響か 
【平和記念(長崎は「祈念」)式典騒動】 
・イスラエルめぐり広島と長崎で分かれた対応 
・「長崎市長を支持する」「よくやった」「毅然としている」等々が多い 
・単純には喜べない どの国でも被爆地に招くべきというのが被爆地の普遍性 

2



・一方で、ガザ「虐殺」の国には来てほしくないという感情も被爆者にはある
・今回、鈴木史朗長崎市長は外務省とも話し、それでも首をタテに振らなかった
・式典を混乱なく静粛に行いたい   本当はどうだったのか  
・被爆者・市民の声を無視できなかったと思われる
・被爆者団体の幹部
「自衛の域を超えたイスラエルの蛮行」「血塗られた国には来てほしくない」
「招待するならせめて停戦すべき」
<起草委員会の存在と役割>
・毎年の市長の「平和宣言」起草委員会の存在大きい
・市民の声を反映させる  委員 15 人 3回の会合  計 6時間
・第 1回の前に入れてほしい言葉、話などアンケートもとる
・起草委員会は、本島等元長崎市長の時(1979年～1995)年に始まった
---------------------------------------------------------------------------------
●広島に何が起きているのか--------被爆地の政治利用露骨に
・「はだしのゲン」「第五福竜丸」の平和教材からの削除
・G7での「核抑止論」容認  広島ビジョン
・平和記念公園とパールハーバーの姉妹公園協定の締結
・今年の平和記念式典にイスラエル大使招待  長崎との違い
・松井一實市長の記者会見などでの言動
--------------------------------------------------------------------------------
●問いなおし(学び直し・語りなおし)
① 被爆の全体像はいまだわからず
・「黒い雨」「被爆体験者」 被爆エリアの広がり把握できていない
・ABCCの集めたデータ 米国に
・原爆投下の全貌
・2発投下したことの意味を深く考える必要がある
◇実験的意味
・広島と長崎の爆弾の違い 長崎の「成功」で核の量産可能に
・マンハッタン計画を完結させる
・人種差別 日本人に使用しても構わない
◇政治的意味
・戦後の覇権とソ連牽制
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・長崎で「なければならない」という明確な理由は見つからない
→現在と将来への警告と教訓を与えている

--------------------------------------------------------------------------- 
★長崎原爆の「爆撃航程」から見える「ナガサキ」
・全プロセスを追跡して見えるのは、余裕のない中で「放擲」に近い投下
・戦略的には、プルトニウム型爆弾の実戦投下に成功  作戦的には“失敗”
・広島原爆投下機「エノラ・ゲイ」機長、ポールティベッツは

「広島はパーフェクトだった」と語っているのと対照的 
・小倉は 2度難を逃れる 5年後、朝鮮戦争の兵站の一大拠点として機能
★なぜ長崎原爆の爆撃航程にこだわるか。
・本当のことを可能な限り具体的に記録しなければ、なんでもありになる
・長崎原爆に関しては、陰謀論的な本が何冊かでている。
・長崎への原爆投下についてプロセスに「抜け」が多いため

➁「ヒロシマ・ナガサキ」反核・平和の内実
・戦後一貫して確固たる「平和都市」だったのか
・1948年天皇の行幸 万歳の歓喜 広島市民熱狂  49年長崎
・1950年 朝鮮戦争勃発 「平和式典」中止  広島・長崎ともに
・朝鮮戦争のさなか、マッカーサー、「朝鮮半島に放射能のカーテンを」
・1954年ビキニ事件  第五福竜丸被曝

日本人の反核・反米感情を抑え込むため「原子力平和利用博覧会」 
米合衆国情報局と読売、朝日、中日、中国など各紙共催   

・ソ連の核をめぐり、反核運動分裂 原水協と原水禁に
・1975年 昭和天皇 広島で原爆投下について聞かれ「やむをえない」と発言
・2016年 オバマ大統領来広 歓迎ぶりと大統領のスピーチ
・G7サミットでの「核抑止論」容認 / 「はだしのゲン」の副読本からの削除
・広島平和記念公園とパールハーバーの姉妹公園協定 / イスラエル大使招待

③ 原爆被害と戦争加害の関係
・戦争の最終局面で起きた事件
・「先の大戦」の名称、いまだに日本人の中で共有できていない
・加害の歴史 アジア侵略・植民地化への認識が欠落している
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・「太平洋戦争と原爆」という枠組み・被害に純化 
    ex長崎の平和宣言も以前よりその傾向強まっている   
・米国の唱える「原爆正当化論」の中に組み込まれる 「真珠湾からヒロシマへ」 
・軍都広島との断絶 過去の忘却と戦後の「平和」の独占 
・被害についても限定的な範囲の認識 「黒い雨訴訟」「被爆体験者」 
・放射能の被害を認めさせず 地域も限定的に意識づけられる 
・他の戦争被害への想像力は? 東京大空襲ほか都市空襲とその被害者 
・アジアの死者への想像力の欠如と加害との関係の排除 
 
④ 核時代の本質------原爆と原発の不可分な関係  
・原爆と原発との関連  核原爆燃料サイクルへの執着の裏に潜在的「核武装」 
・原爆と原発の切り離し 「フクシマ」との切り離し  
・核実験被害者、原発被害者、労働者などの国民の想像力と意識の欠如 
・「ヒロシマ・ナガサキ」で扉開いた核時代の全体像をどう認知できるか 
・ヒロシマ・ナガサキ」が世界の「ヒバクシャ」といかに連帯できるか 
・アジアに対する加害という言い方ではなく、 

アジアの「被害者」と日本の「被害者」という視点から 
とらえなおす必要もあるのでは  戦争「被害」 

------------------------------------------------------------------ 
●被爆 100年へ向けて-----視点をすこし遠くに 
・このままでは、「ヒロシマ・ナガサキ」のメッセージの力は弱まる 
  ※関東大震災時の朝鮮人(中国人・日本人も)虐殺 学会でも確定した事実 
  しかし、虐殺はなかったという右派からの「歴史修正」の勢力が勢い 
  そうした動きが出てきたのは、証言する人たちがいなくなってから 
・政治的に都合のいい解釈がなされる  すでにその兆候も 
・そんな時代を想定して、喫緊の課題として、 
・上記 4点の問いなおし(学び直し・語りなおし)踏まえ、 

被爆地をもっと世界へと「開き」「つなげて」いくことではないか 
  被爆地と世界の戦争、紛争との「連帯」をしていくこと 

原爆報道の語り方 あり方変える  被害一辺倒ではない視野で 
半分「歴史」となりつつある戦争の全体性を学ぶ 
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◎長崎からの報告 

                          元長崎放送記者 

                             関口達夫 

1 自己紹介 

 1950 年熊本県生まれ  

 1974 年長崎放送入社  

 1986 年から 2016 年退職するまで原爆、平和報道を第一線で担当。 

  退職後、安倍政権の言論統制に抗議するためマスコミＯＢらと言論の自由と知る

権利を守る長崎市民の会を結成。安保法制違憲訴訟に原告として参加した。 

 

2 かつて広島市の平和行政は、長崎市をはるかに凌駕していた 

 

    平和首長会議は、広島市長が会長を務め、166 カ国約 8400 の都市が参加して

いる。この会議は、1982 年当時の広島市長が提唱し、設立された世界平和連帯

都市市長会議の名称が変わったもの。この会議は、広島、長崎両市が世界に呼

びかけたことになっているが、長崎市は、広島市の構想に乗っかっただけ。 

  

3 1990 年から長崎市の平和行政が注目され始めた 

①1988 年、当時の本島等市長は、議会で昭和天皇の戦争責任に言及。 

 

90 年から平和宣言で日本のアジア・太平洋戦争の加害責任を指摘、外国人被爆者

に日本人被爆者と同等の援護を求めるようになった。天皇の戦争責任発言を支持

する署名活動を展開したのは、1980 年代から 活発に活動をしていた学者を含

む様々な市民団体だった。平和宣言での日本の加害責任指摘にはこれらの市民団

体の影響もあった。 

 

②2014 年と 2015 年、田上富久市長は、平和宣言で集団的自衛権行使容認と安保法

制について政府と国会に慎重審議を求めた。 

   この平和宣言に大きな影響を与えたのは、起草委員で長崎県９条の会共同代表な

どを務めた元長崎大学学長土山秀夫さん。 

15



4  今年、鈴木史朗市長は、平和祈念式典にイスラエルを招待しなかったことで注目を

集めているが、信念に基づいた判断だったのか 

①招待しなかった理由は、「平和祈念式典に抗議デモなど不測の事態を避けるため」

と市長は、主張するが、本音は、はっきりしない。 

②平和宣言の当初の案には「核保有疑惑国イスラエルによる大きな戦闘が継続され

ている」と書かれていたが、最終の平和宣言では「中東の武力紛争」と修正され、

イスラエルの文字が削除された。市長は、修正した理由について「個別具体的に

書くと色々な評価がされ、訴えたいことが 霞む」と説明したが、「ロシアによ

るウクライナ侵攻に終わりが見えず」と個別具体的に書いている。イスラエルを

招待しないので平和宣言でイスラエルに言及するとアメリカや日本政府を刺激

すると考え、削除したのではないか？ 

5 平和宣言での広島と長崎の違い 

例えば、昨年の平和宣言で広島は、Ｇ７による広島ビジョンについて核抑止論

に基づいていることをダイレクトに批判しなかったが、長崎は、核抑止論に立

っていることを批判した。  

6 平和宣言の作り方の違い 

  広島は、平和宣言に関する懇談会（市長を含め８人）の協議を踏まえ市長が書

く。途中経過は、公表しない。 

長崎は、平和宣言起草委員会（市長を含め 15 人）が３回開催され、 毎回公開

される。マスコミが取材し、市民も傍聴可能。 

 委員は、核兵器廃絶を研究する長崎大学教授ら学識経験者、被爆者団体代表、

平和活動に取り組む若者、長崎新聞取締役編集局長ら。保守派も１人参加。 

  １回目は、各委員に今年の宣言にどんなことを盛り込むべきか、意見を出して

もらう。２回目にその意見をもとに長崎市が宣言の素案を示す。 

 これに対して各委員が修正の要望を出す。３回目に修正した宣言案を出し、各

委員が更に意見を述べる。それをもとに長崎市が最終案を作成する。 

  長崎市が示す素案は、日本政府に忖度し、遠慮した表現が多いが、委員の批

判を受けて一部修正されるため外部からは広島より評価される場合もある。 
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7 長崎の平和宣言には問題も多い 

①2014 年、15 年には集団的自衛権行使容認と安保法制について政府と国会に

慎重審議を求めた。 

理由は、「原爆は、戦争の過程で投下された。その日本が、安保法制によって

再び戦争をする国になろうとしていることについて警鐘を鳴らす必要がある」

ということ。しかし、この宣言について安倍派に所属する長崎県出身の国会議

員から市長に圧力がかかった疑惑があり、翌年から日本の軍備増強、戦争準備

の動きについて言及しなくなった。今年もしかり。 

②今の市長になってから憲法９条について表現がトーンダウンしている。

前市長の時は、「戦争をしないと決意した憲法を持つ国として平和外交を展開

して欲しい」など戦争をしないことを政府に求めていた。しかし、今の市長に

なってからは「憲法の平和の理念を堅持する」とトーンダウンし、「戦争をしな

い」という表現を削除した。 

日本政府が軍事力を強化し、アメリカと一緒に戦争する体制を構築しているこ

とや自民党、一部野党の改憲を求める声の高まりに忖度しているのではないか。 

③今年、「広島、沖縄との連帯、放射能の被害を受けた福島の支援」という表現

が、初めて削除された。 

2011 年の福島原発事故以降、同じ放射線の被害を受けた福島への支 援、応援

は、毎年表現していた。このフレーズを削除することに平和宣言起草委員から

反対の意見が出されたが、鈴木市長は、押し切った。 

鈴木市長は、削除した理由について「地球全体に呼びかけるので個別の都市名

は入れなかった」と説明した。しかし、広島、沖縄との連帯、福島への支援は、

戦争をしない、核兵器廃絶を進める上でプラスになる。その上で地球全体に呼

びかければメッセージの強さが増すはず。福島を削除した本当の理由は、日本

政府が、原発再稼働、新たな原発の建設などを打ち出していることに忖度した

のではないかとの見方もできる。鈴木市長が、来年以降も福島を削除するので

あれば市民団体としてその理由を質し、復活させるよう求める必要がある。 

④平和宣言起草委員会の委員は、長崎市が委嘱する。

集団的自衛権行使容認と安保法制に反対した大学教官ら２人は、交代させられ
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た。 もし、市長が、自分の意向に沿う委員を増やせば平和宣言の内容は大き

く後退する恐れがある。  

8 平和行政も問題が多い 

長崎原爆資料館の原爆投下に至る侵略の歴史を展示したコーナーの見直しが

行われており、縮小される恐れがある。 

この加害展示コーナーは、1996 年現在の原爆資料館が建設された時、原爆の

被害だけを展示しても日本の侵略や植民地支配を受けたアジアの国々の人々

に核兵器廃絶の訴えは届かないとして当時の市長らの考えで設置された。 

展示見直しの発端は、2019 年保守派の市民団体の意を受けた市会議員が加害

展示コーナーの「南京大虐殺事件起こる」という展示について「南京大虐殺

はなかった」として展示の修正を求め、長崎市が「検討する」と答弁したこ

と。 

その後、原爆資料館の展示のあり方を検討する審議会（学識経験者や市会議

員、被爆者らで構成）で展示の見直しについて論議が始まり、歴史学者や国

際政治学者らも含めて検討が行われた。 

去年見直しの基本方針が策定されたが、加害には触れるものの多角的な視点

で未来志向の展示を行うという方向性が打ち出された。 

展示見直しについて私たちの団体をはじめ被爆二世や被爆教師の会、マスコ

ミの労働団体など 21 団体は、原爆投下に至る日本の植民地支配やアジア侵略

の歴史を伝えなければ核兵器廃絶の訴えは、世界に届かないとして長崎市に

加害展示コーナーを継続するよう再三にわたって申し入れを行っている。 

しかし、長崎市は、小学生や大学生、市民の意見を聞くなどして加害展示を

薄める方向に持って行こうとしている。今年度基本設計を行い、来年度実施

設計を行う予定。 

この問題は、広島市の小学校の平和教材からはだしのゲンが削除された問題

と同じ構図。ＮＨＫのクローズアップ現代は、保守系の団体が市教育委員会

に削除を求めたと報道している。 
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長崎市も展示見直しの発端は、保守派の市民団体、議員の長崎市への圧力

だ。 

 

原爆資料館の加害展示を縮小、薄めることのもう一つの問題点は、日本の負

の歴史を人々に伝えない結果を招くこと。 

日本では、今、中国や北朝鮮の脅威を煽り、軍事力を強化してこれらの国々

に対抗し、戦争ができる体制を構築している。しかし、日本が、かつてこれ

らの国々を侵略、植民地支配をし、大きな被害を与えた歴史を学べば、同じ

過ちを犯さないために対立と戦争ではなく協調と外交による解決を目指すよ

うになるはず。 

 

9 広島の次は長崎が攻撃の的になるのではないか 

 

   広島で今起きている様々な問題は、核兵器と核の傘で中国、北朝鮮に対抗しよ

うとしているアメリカと日本政府の政策に反対しない広島、日本の戦争準備に

反対しない広島につくり変えるためという意見がある。 

   そうだとすれば、広島を黙らせた次に標的になるのは、被爆地長崎では   

ないか？ 

 

10 私たちは、どのように対抗すべきか 

 

  広島だけ、長崎だけでの闘いでは限界がある。まず、広島、長崎の市民が相互に

支援、協力する。その輪を沖縄、岩国、横田、三沢など有事にアメリカの核攻撃

の出撃拠点とり、反撃によって甚大な被害を受ける恐れのある都市に広げてい

く。中国などとの戦争が発生した場合、自衛隊の基地がある都市も反撃を受け、

市民が大きな被害をこうむる。これらの地域の市民とも連携していくべき。 

  時間と労力が必要だが、それ以外に状況を変える方法はないのではないか。 
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「被爆地」で何が起きているのか

2024 年 9月 15日
広島在住フリーランス（元朝日新聞）記者

宮崎園子

1. 「被爆地」とわたしの立ち位置＝ルーツはあるけどどこか引いた目で見ている
・祖父母は広島被爆者、しかし県外・海外育ち
・地元紙ではなく全国紙の広島駐在、からの広島でフリーランスに

2. 広島を通して見える長崎
・（核兵器禁止条約採択の 1カ月後の 2017年平和宣言での、日本政府への要求

8月 6日 平和宣言（一部抜粋）
今年7月、国連では、核保有国や核の傘の下にある国々を除く122か国の賛同を得て、
核兵器禁止条約を採択し、核兵器廃絶に向かう明確な決意が示されました。こうした
中、各国政府は、「核兵器のない世界」に向けた取組を更に前進させなければなりませ
ん。
特に、日本政府には、「日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想
と目的を達成することを誓う。」と明記している日本国憲法が掲げる平和主義を体現す
るためにも、核兵器禁止条約の締結促進を目指して核保有国と非核保有国との橋渡し
に本気で取り組んでいただきたい。

8月 9日 長崎平和宣言（一部抜粋）
核兵器を、使うことはもちろん、持つことも、配備することも禁止した「核兵
器禁止条約」が、国連加盟国の６割を超える 122 か国の賛成で採択されたの
です。それは、被爆者が長年積み重ねてきた努力がようやく形になった瞬間で
した。（中略）
日本政府に訴えます。
核兵器のない世界を目指してリーダーシップをとり、核兵器を持つ国々と持
たない国々の橋渡し役を務めると明言しているにも関わらず、核兵器禁止条約
の交渉会議にさえ参加しない姿勢を、被爆地は到底理解できません。唯一の戦
争被爆国として、核兵器禁止条約への一日も早い参加を目指し、核の傘に依存
する政策の見直しを進めてください。日本の参加を国際社会は待っています。 

・平和宣言の中で、誰を「仲間」と認識しているか
広島：「被爆地長崎、そして思いを同じくする世界の人々と共に力を尽くす」
長崎：「長崎は、広島、沖縄、そして放射能の被害を受けた福島をはじめ、平和を希求
するすべての人々と連帯し」（2023年まではこの表現）
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・平和宣言の作り方の違い＝平和宣言は誰が作るのか
広島：「平和宣言に関する懇談会」出席者は有識者ら、半数以上は市政関係者、非公

開（取材は冒頭市長挨拶のみ頭撮り、終了後市長囲み取材）、議事録は情報公
開請求による開示のみ（黒塗りあり）

長崎：「平和宣言起草委員会」委員には若者も、全面公開、傍聴席あり、1 週間ほど
のちに長崎市HPに審議内容をアップ

・平和記念式典と平和祈念式典の違い＝式典は誰のもの
広島：司会は広島市職員、被爆者の挨拶なし
長崎：司会は地元高校生、被爆者の挨拶あり

・原爆の表現＝どこ目線で語るか
広島：原爆投下、午前 8時 15分は「投下」時刻
長崎：原爆落下、午前 11時 2分は「炸裂」時間

・「被爆地」の表現
広島：「世界最初の原子爆弾の惨禍を経験」した地（広島市の表現）＝揺るがない事実
長崎：「長崎を最後の被爆地に」（長崎市の表現）＝守らなければならない目標

・発信力
広島市長：SNSで自ら発信しない
長崎市長：SNSで自ら発信する（X＝旧 Twitter、Instagram、Facebook）

3. 2024 年の平和式典が浮き彫りにした広島と長崎の違い
イスラエルの扱いよりも、パレスチナの扱いに注目。日本政府が国家として承認してい
ないパレスチナも 10 年前から招待してきた長崎と、国家であるか否かを判断基準にし
てきた広島。2022 年、ロシアの扱いについては広島長崎ともに、外務省の意向に沿っ
て不招待としたが、これがそもそもの間違い。その前提に基づいて、イスラエルを招待
することの整合性を検討した長崎と、国が何も言ってこないから漫然と例年通り招待し
た広島。この差はなんなのか。

4. 「怒りの広島、祈りの長崎」はいま
2017年、長崎での「被爆者団体から要望を聞く会」で、被爆者代表の男性が首相に「あ
なたはどこの国の総理ですか。今こそ、あなたが世界の核兵器廃絶の先頭に立つべきで
す」と詰め寄った。2024年の「被爆者団体から要望を聞く会」でも、長崎では「被爆体
験者は被爆者じゃないんですか。弱い人の声が聞こえないんですか」と被爆 2世の男性
が声を上げた。シャンシャンと形式的に会が終わる広島と、声を上げる長崎。怒ってい
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るのはどちらだろうか。
2016 年のオバマ米大統領（当時）訪問も、2023 年の G7 サミットも、長崎は蚊帳の
外となった。オバマ氏が原爆慰霊碑の前で、「空から死が降ってきた」と原爆を他人事の
ように語ることを許し、サミットでは、核保有国と核の傘国ばかりのG7首脳が、「核兵
器は安全保障上の役割がある」などと核抑止論を堂々と主張することを許した広島に、
もはや「怒り」は見出せない。
式典での「怒り」の声を封じ込める広島市の姿勢についてはいうまでもない。

5. 被爆 100 年に向け、「平和報道」「原爆報道」を再考する
・「平和報道」「原爆報道」って何？
現実には「被爆体験継承報道」ではないだろうか。それでいいのだろうか。「ハチロク」
の根掘り葉掘りだけでいいのだろうか。原爆報道を超えて、もっと多様なナラティブの
「平和報道」が必要では。報道する側の工夫が足りないから、マンネリ化した「8月ジャ
ーナリズム」への批判に繋がっているのではないだろうか。

・「特殊性」と「普遍性」のバランスを欠いていないか
社会部的なアプローチだと、いかに悲惨なことが起きたか、いかに他の戦災被害と原爆被
害とが異なるか、という、「被爆地」の特殊性にばかりフォーカスしがち。だが、それで
いいのだろうか。普遍的な戦争という根本に立ち返り、今の社会構造とも重ねて、遠くの
人たちが「我がこと」として感じ入ることができるような視点も必要ではないだろうか。
工夫が問われるところ。

・遠い過去と、崇高な目標の「間」がない
1945年 8月 6日に何が起きたかは、80年経とうとする今も未解明な部分が多い。そこ
を掘り下げる中国新聞の「ヒロシマの空白」のような企画は素晴らしいとは思う。世界に
目を向け、核兵器廃絶という、気が遠くなるような未来の目標を見据えて世界の動きを報
じ、現在の課題を提起することも大事だと思う。だが、「今を生きる私たちの足元で今、
起きている私たちの街の課題」をスルーしすぎていないだろうか。

・全国メディアに足りない視点
記者が転勤で２、３年ごとに入れ替わる全国メディアには、立脚点を明確にできる地元メ
ディアと違って、「被爆地」の長い歴史もその変質も気づける視点に乏しい。加えて、「わ
がまち」という意識を持って腰を据えて取材する記者は残念ながらほとんどおらず、どこ
か傍観者のような視点となっていないか。あえてきつい表現をするならば、「ハチロク」
が取材のネタになってしまっていないか。そして広島を「聖地」化していないだろうか。
結果、「被爆地」「平和都市」のありようを問う姿勢が足りないのが現実。このままでいい
のだろうか。

以上
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